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Ⅰ.学園の教育使命及び概要       

  

学園第 2 世紀の教育使命 
学園は 21 世紀を迎え、教育理念を学祖「下田歌子」の建学の理念に立脚し、学園第 2 世紀のキ

ーワードを「品格 高雅 自立 自営」として、中学校高等学校においては女子教育の伝統と社会

のニーズに応える教育を、大学・短期大学においては自立した女性の育成を目途に、以下の教育使

命を掲げます。 

[中学校高等学校の教育使命] 

 ① 女子教育の伝統の堅持と深化 ② 21 世紀の社会が求める新たなる女子教育の構築と実践を

踏まえた有用な人材の育成 

[大学・短期大学の教育使命] 

① 幅広い職業人養成 ② 総合的教養教育 ③ 生涯学習 ④ 社会貢献 

 

 

 学園の概要 

1. 学園の目的 

 教育基本法及び学校教育法に則り、建学の精神及び新たな教育使命をもとに学校教育を行い、国

際的視野に立つ社会人として自己の信ずるところを実践し、もって文化の創造と人類の福祉とに寄

与する人材を育成することを目的とします。現在、実践女子大学（大学院を含む）、実践女子短期

大学、実践女子学園高等学校、実践女子学園中学校の 4校を設置しています。 

 

2. 教育の趣旨 

 建学の精神である、女性の資質の涵養と品格のある女性の育成を目指し、実学を中心に広い教養

を持って自立し、社会の一員としての責任を果たす人材を育てます。 

 そのため、常に自己点検・評価を行い、それを公表し、社会的責任を自覚すると共に、改善をす

ることによってさらなる前進を図ります。 

 

3. 設置する学校及び所在地 

 （1）大学 〒191－8510 東京都日野市大坂上 4－1－1 

     大学院 

     文学研究科、生活科学研究科 

     学部 

     文学部、生活科学部、人間社会学部      

（2）短期大学 〒191－0016 東京都日野市神明 1－13－1 

    日本語コミュニケーション学科、英語コミュニケーション学科、生活福祉学科、食物栄養学

科 

（3）高等学校 〒150-0011 東京都渋谷区東 1－1－11 

    実践女子学園高等学校 全日制課程 普通科 

（4）中学校  〒150-0011 東京都渋谷区東 1－1－11 

   実践女子学園中学校  
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4. 沿革 

明治 32 年（1899 年） 4 月 帝国婦人協会私立実践女学校並びに女子工芸学校を創設、千 

  代田区麹町に開校 

明治 36 年（1903 年） 4 月 実践女学校・女子工芸学校を渋谷新校舎に移転 

明治 41 年（1908 年） 4 月 実践女学校・女子工芸学校を合併して私立実践女学校と改称 

  し、更に実践女学校中等学部と改称 

昭和 7年（1932 年） 1 月 実践女学校各部の名称を実践女子専門学校・実践女子高等女 

  学校、実践実科高等女学校と改称 

昭和 9年（1934 年） 1 月 実践実科高等女学校の組織を改め実践第二高等女学校と改 

  称 

昭和 22 年（1947 年） 4 月 新教育制度により、実践女子学園中学部を新設 

昭和 23 年（1948 年） 3 月 新教育制度により、実践女子学園高等学校を新設 

昭和 24 年（1949 年） 2 月 実践女子大学（4年制）文家政学部設置 

昭和 25 年（1950 年） 4 月 実践女子学園短期大学家政科設置 

昭和 27 年（1952 年） 2 月 実践女子学園短期大学国文科、英文科増設 

昭和 40 年（1965 年） 1 月 実践女子大学文家政学部を廃止し、文学部、家政学部を設置 

 4 月 東京日野市に大学教養課程の授業を移転 

昭和 41 年（1966 年） 4 月 実践女子大学大学院（修士課程）文学研究科国文学専攻、英 

  文学専攻、家政学研究科食物・栄養学専攻設置 

昭和 44 年（1969 年） 4 月 実践女子大学大学院（博士課程）文学研究科国文学専攻設置 

昭和 51 年（1976 年） 4 月 東京都日野市に短期大学を移転 

昭和 59 年（1984 年） 12 月 実践女子大学文学部美学美術史学科設置 

昭和 61 年（1986 年） 4 月 東京都日野市に大学を移転 

昭和 63 年（1988 年） 4 月 実践女子短期大学国文科、英文科、家政科を国文学科、英 

  文学科、生活文化学科に名称変更 

平成元年（1989 年） 4 月 実践女子大学大学院（修士課程）家政学研究科被服学専攻設 

  置 

平成 4年（1992 年） 4 月 実践女子大学大学院（修士課程）文学研究科美術史学専攻設 

  置 

平成 7年（1995 年） 4 月 実践女子大学生活科学部に生活文化学科を設置、実践女子大 

  学家政学部食物、被服学科を生活科学部食生活科学科、生活 

  環境学科に名称変更 

平成 11 年（1999 年） 5 月 創立百周年記念式典 

平成 12 年（2000 年） 4 月 実践女子短期大学国文学科、英文学科を日本語コミュニケー 

  ション学科、英語コミュニケーション学科に名称変更、生活 

  文化学科を廃止し、生活福祉学科及び食物栄養学科を設置 

平成 16 年（2004 年） 4 月 実践女子大学人間社会学部人間社会学科設置 

 5 月 学祖下田生誕 150 年記念式典 

平成 17 年（2005 年） 4 月 実践女子大学大学院生活科学研究科食物栄養学専攻博士後

期課程設置 
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5.組織（平成１８年４月１日現在） 

ビジネス・セクレタリーコース

教
職
課
程

人間社会学部 人間社会学科

美学美術史学科

国文学科

英文学科

保育士コース

生活科学部

生活文化学科

文学部

生活文化コース

食生活科学科

生活環境学科

管理栄養士専攻

食物科学専攻

英文学専攻　修士

美術史学専攻　修士

中学校

高等学校

生活福祉学科

実

践

女

子

大

学

情報スキルコース

コミュニケーションスキルコース

出版編集コース

日本語コミュニケー
ション学科

実践女子学園
中学校・
高等学校

教

職

課

程

生活科学研究科

食物・栄養学専攻　修士・博士
（前期・後期）

生活環境学専攻　修士

実

践

女

子

大

学

大

学

院

食物栄養学科

実

践

女

子

短

期

大

学

文学研究科

国文学専攻　修士（前期・後期）

外

国

語

教

育

研

究

セ

ン

タ

ー

香

雪

記

念

資

料

館

・

博

物

館

相

当

施

設

国

際

交

流

セ

ン

タ

ー

教学（教育・研究）組織

図

書

館

学

課

程

図
書
館
学
課
程

博
物
館
学
課
程

文
芸
資
料
研
究
所

英語コミュニケー
ション学科

観光・文化コース
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法 人 本 部 企 画 ・ 広 報 室

総 務 部 総 務 課

財 務 部 経 理 課

管 財 課

情 報 セ ン タ ー 情 報 シ ス テ ム 課

評 議 員 会 情 報 処 理 課

香雪記念資料館

生涯学習センター

理 事 会

大 学 ・ 短 期 大 学 学 長 室

大 学 事 務 部

監 事

短期大学事務部

キャリアセンター

入 試 セ ン タ ー

図 書 館 事 務 部 大 学 課

短 期 大 学 課

国際交流センター

学生相談センター

中学校・高等学校 中学校・高等学校

事 務 室

法人・事務組織（平成１８年４月１日現在）
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6. 設置学校の入学定員・収容定員・学生生徒数 平成 18 年（2006 年）5月 1日現在 

[大学院] 

研 究 科 専  攻 入学定員 収容定員 学 生 数 

文学研究科 

博士後期課程 国文学専攻 3 9 2 

修士課程又は

博士前期課程 

国文学専攻 10 20 7 

英文学専攻 6 12 5 

美術史学専攻 6 12 17 

小計 22 44 29 

生活科学研究科 

博士後期課程 食物栄養学専攻 2 4 3 

修士課程又は

博士前期課程 

食物栄養学専攻 6 12    8 

生活環境学専攻 6 12 3 

小計 12 24 11 

合         計 39 81 45 

 

[大学] 

学     部 学   科 入学定員 編入定員 収容定員 学 生 数 

文学部 

国文学科 120 15 515 579 

英文学科 120 15 515 560 

美学美術史学科 100 10 420 390 

小計 340 40 1,450 1,529 

生活科学部 

食生活科学科 145 19 624 706 

生活環境学科 80 10 342 386 

生活文化学科 85 15 370 429 

小計 310 44 1,336 1,521 

人間社会学部 人間社会学科 140 20 440 504 

合       計 790 104 3,226 3,554 

 

[短期大学] 

学   科 入学定員 収容定員 学 生 数 

日本語コミュニケーション学科 100 200 231 

英語コミュニケーション学科 120 240 294 

生活福祉学科 80 160 192 

食物栄養学科 80 160 190 

合       計 380 760 907 

[高等学校・中学校] 

学   科 募集人員 収容定員 生 徒 数 

高等学校 - 1,500 915 

中学校 320 1,200 984 

合       計 320 2,700 1,899 
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7. 役員・評議員・顧問等 平成 18 年（2006 年）4月 1日現在  

[理事] 髙橋 芳樹 理事長 [監事] 井原 徹  

 山下 峰正 常務理事  柳川正興  

 飯塚 幸子 学長    

 松田由紀子 校長 [顧問] 澤井 勇 学事顧問 

 湯浅 茂雄 自己評価担当  髙野金三  

 田島  眞 教務担当  部谷紀久子  

 長尾 演雄 学生担当  若杉忠男  

 岡田  正 短期大学担当    

 平澤  隆 事業・財務担当理事    

 奥島 孝康     

 吉益 信治     

 若松 幸子     

 池田 章子     

[評議員] 牧野 和夫 他 27 名    

 

8.教職員数 平成 18 年（2006 年）4月 1日現在  

[大学・短期大学専任教員数] 

  学 
 
 

長

教 
 
 

授

助 

教 

授

専
任
講
師 

助 
 
 

手

校 
 
 

長

副 

校 

長

教 
 
 

頭

教 
 
 

諭

計

 学長 1   1

 国文学科 9 2 1 1   13

大 

 

 

 

 

 

 

学 

英文学科 9 3 1 1   14

美学美術史学科 7 3 1 1   12

文芸資料研究所 1   1

食生活科学科 13 2 1 1   17

生活環境学科 7 3   10

生活文化学科 7 2 1   10

人間社会学科 11 3 5   19

教職・図書館学課程 1 2   3

 外国語教育研究センター 2 1 1   4

 博物館学課程 1   1

 小計 1 66 22 11 5   105

 日本語コミュニケーション学科 6 1   

短 英語コミュニケーション学科 4 3 1   8

期 生活福祉学科 4 2   6

大 食物栄養学科 5 1   6

学 教職課程 1 1   2

 図書館学課程 1   1
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 小計 21 8 1   30

高等学校 1 １  47 49

中 学 校 1 45 46

小計 1 １ 1 92 95

合計 1 87 30 12 5 1 １ 1 92 230

  

[専任職員数] 

 事 

務 

等 

管

理

人

嘱

託

等

計

大学校舎 95 3 15 113

短期大学校舎 27 3 30

中学校高等学校校舎 22 22

合計 144 3 18 165

（注）副手は事務等に、茶道講師は中学校高等学校校舎に、実習所管理人は大学校舎に含めていま

す。 

 

9. 関係する会社 

  有限会社楷企画 

  ①所在地   〒191－0061 東京都日野市大坂上 1－33－1 

  ②代表取締役 山下峰正 

  ③設立年月日 平成 13 年（2001 年）3月 1日 

  ④従業員数    3 名 

  ⑤主な事業  建物等の清掃・警備・保守、清涼飲料水等の販売、文房具等販売、教材・書籍等

の印刷・販売、文化教室・各種講演会・イベント等の運営その他 

⑥資本金額  300 万円 
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Ⅱ.事業の概要 

平成 18 年（2006 年）度学園及び設置学校の事業の概要は、以下のとおりです。 

 

【大学・短期大学】 

1. 学科課程等の設置 －教職課程認定「幼稚園教諭一種免許状」－ 

 平成 17 年（2005 年）度に我が国の子育て支援・女性支援の政策課題に応えるべく、生活文

化学科に保育士コースを設置し、生活文化学コースと併せて２コース制を取りました。さらに、

幼保一貫教育を目指し、平成 19 年（2008 年）度から幼稚園教諭一種免許状を取得できるよう

教職課程認定の認可申請を行いました。  

 

2. 教育事業 

（1）教育体制の整備検討―学部学科等設置― 

     高等教育機関として、社会の要請に応えて社会が必要とする人材を育成するため幅広い施策

を展開し、大学・短期大学全体の改組を視野に入れ、人間社会学部に新学科設置検討委員会を

設置しました。又、共通教育体制の整備の検討に入りました。 
    
（2）大学・短期大学認証評価機関への申請 

    平成 16 年（2004 年）4月からの学校教育法の一部改正に伴い、認証評価機関による認証評価

が義務付けられました。本学は、これに対応して従来の自己点検・評価体制を改め、学長を中

心とした総合的な組織・実施体制を整備しました。この新たな組織と体制に基づいて、自己点

検・評価を実施し、平成 18 年（2006 年）度に大学基準協会、短期大学基準協会へ認証評価を

申請しました。各々の評価基準を充たしていることから、大学・短期大学とも評価結果が適合

と認定されました。 
  

（3）特色ある教育研究活動 

① 継続的な教員研修（FD）活動の推進・実施  

平成 17 年（2005 年）度に「実践女子大学 FD 推進に関する規程」「実践女子短期大学 FD 推

進委員会規程」を制定し、組織を構築し、大学・短期大学ともに FD 推進に関する体制を整備

しました。特に、短期大学では学科単位で卒業生へのアンケートを行い、本学の教育への満足

度を調査した。また、教員向け教育講演会を開催した他、職員の SD 活動として短期大学事務

研修報告会を行いました。 

 ② 学生による授業評価 

委員会に於いて、授業内容のレベル及び量がわかるよう、アンケート項目の追加等の見直し

を行ないました。また、教員に対するアンケート項目も授業改善に役立つよう併せて見直しを

行いました。 

 

3. 国際交流活動 

（1）協定校の締結   

平成 18 年（2006 年）は、以下の大学と協定締結等を行い、国際交流事業を拡充しました。 

[大  学] 

○ イタリア・レッチェ大学と学生交換協定を締結 

[短期大学] 
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○ アメリカ・ワシントン大学と学術交流に関する協定を締結 

（2）外国人留学生支援 

  国際交流会館、日本人学生をレジデンス・アシスタント（RA）として、留学生との共同生活の

中で、日本での生活、文化、習慣に不慣れな留学生を生活面・精神面の両面からサポートする体

制を整えました。 

 

4. 社会連携―地域・自治体との連携 

大学においては、例年通りネットワーク多摩における学生ボランティア事業へ参加しました。ま

た、ネットワーク多摩と協働で実施してきた「女性のキャリア形成支援事業」については、継続事

業としての最終年度を迎え、3年間の成果発表を NWEC（独立行政法人国立女性教育会館）で行った

後、文部科学省に報告を提出して事業を終了しました。 

 

5. 学生支援―奨学事業 

   奨学・奨励金制度に基づき、給付奨学金、貸与奨学金等各種奨学事業を実施しました。平成 18

年（2006 年）度から、「実践女子学園奨学金制度」に基づき成績優秀者への奨学金の給付を開始し

ました。 

  

【中学校高等学校】  

1.中高一貫の学力改革 

中学校における基本的な学習習慣の確立に向けた指導の改善に取り組みました。また、中高一

貫の中で学力差が生じる学年・教科について小編成による習熟度別授業を導入し、大学進学率の

向上のため、高等学校文系・理系クラスの中に進学目標・学力別による学級編成を行い、きめ細

かな指導を開始しました。また、中・高ともに生活・学習調査を実施し、改善を図りました。 

 

2.キャリア教育 

生徒の学力の向上と質の転換を図り、望ましい進路実現のため、「実践女子学園キャリア教育

方針」のもと、中高一貫プログラムを実施しました。特に、①ポートフォリオによる取り組みの

定着化、②教科や学年相互との連携によるクロスプログラムによる指導、③PC46 台を設置し、

生徒が常に活用できるキャリア学習室、④キャリアカウンセラーによる指導など、本校独自のキ

ャリア教育の構築に取り組みました。 

 

3.特色あるガイダンス・カウンセリング 

生涯にわたって活用しうる新たな学力への転換を図るため教育活動の全般にわたり、生徒の自

主的な活動を奨励しています。本校の教育指導の特色として、生徒の自学自習を支えるガイダン

スとカウンセリングを一対とする指導法の実践に取り組みました。 

 

4.国際交流教育 

来年度に向け、新たな語学研修先としてハワイプレパラトリーアカデミーとの協力関係づくり

に取り組みました。本年度は、100 名近くの生徒が三カ国での語学研修に参加し、交換留学制度

により 2名をタイ国立カセサート大学付属高校へ派遣、奨学生制度の給付を受けニュージーラン

ドの語学学校へ 2名を派遣するなど新たな取り組みを開始しました。 
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【生涯学習】 

 学園の教育研究の成果を広く一般社会に提供し、生涯学習の推進に寄与することを目的とする生

涯学習センターは、平成 18 年（2006 年）も積極的に展開し、164 講座を開講し、2,079 名の受講

者がありました。 

 

【募金活動】 

 「実践女子学園 21 世紀基盤整備」のための募金活動として、平成 19 年（2007 年）2月から実践

女子学園奨学基金の拡充募金を開始しました。 

 
【管理運営】 

1.事務組織の改善 

  社会の変化に対応し、公共性、透明性の確保に努めると同時に、法人・教学面のより密接な連

携を目指し、「内部監査室」、「総合企画室」等設置に向けて、検討しました。 

 

2.人材育成のための事務研修 

  役員、事務職員の職務能力の向上に向け、「学校法人職員としての課題形成」をテーマに管理

職及び一般職員を対象に研修を行ないました。 

 

【施設設備の整備】 

1. 第 6館の竣工 

平成 18 年（2006 年）度美学美術史学科教職課程開設に伴い、平成 17 年（2005 年）度から着

手していた第 6館（アトリエ棟）が竣工しました。 

 

2. 主な整備事業 

既設の施設設備等について、安全・安心な教育環境を提供するため、順次、老朽化した設備・

耐震補強・緑化等の改修整備を行いました。平成 18 年（2006 年）度の主な整備事業は、以下の

とおりです。 

[大学] 

   ○燦広場整備                ○図書館座席数増設 
○第 5 館耐震改修工事            ○監視カメラシステム設置 

   ○老朽化トイレ改修工事           ○第 1 館顕微鏡室の普通教室への改修 
   ○情報ラウンジ空調設備増設         ○グランド照明設備新設 
   ○食生活科学科調理実習室改修 

[短期大学] 

   ○下田記念体育館音響設備更新        ○監視カメラシステム設置 

   ○校舎耐震 2次診断 

 

 

[中学校高等学校] 

   ○下田陛勲記念館耐震改修工事、同煙突改修工事 

   ○同館事務室改修工事 

[生涯学習センター] 
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   ○教室間仕切壁改修 

 

【ホームカミングデーの開催】 

  卒業生と母校との絆を深める行事として、平成 11 年（1999 年）以来毎年実施し、第 8回目とな

るホームカミングデーを開催しました。 
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Ⅲ.財務の概要 

[学校会計]  

1. 決算関係書類 

平成 18 年（2006 年）度の財務概要を説明するにあたり、以下の計算書類等を添付しました。 

(1)資金収支計算書 

(2)消費収支計算書 

    (3)貸借対照表 

(4)財産目録 

(5)監事による監査報告書 

  

2. 資金収支決算の概要 P.18「資金収支計算書総括表」 

  平成 18 年（2006 年）度中の全資金の流れを表示したものです。資金収支決算の規模は 173

億 2,800 万円で、予算に比して 2億 8,900 万円の増加となりました。 

   

   前年度繰越支払資金   58 億 5,600 万円 

   資金収入        114 億 7,200 万円 

   総資金収入       173 億 2,800 万円  A  

   総資金支出            120 億 4,300 万円  B  

 

  収支状況を資金収支総括表からみると収入額は、平成 19 年（2007 年）度新入生の入学時納

付金の前受金収入等を含めて 114 億 7,200 万円で、前年度より繰り越された 58 億 5,600 万円

を加えると、収入合計は 173 億 2,800 万円となりました。 

 

[資金収入の部] 

（1） 学生生徒等納付金収入 

学生生徒等納付金収入は、64 億 2,200 万円（予算比 200 万円減少）。期中の学生・生徒

数は、6,405 人（平成 18 年 5 月 1日）です。 

（2） 手数料収入 

手数料収入は、1 億 7,000 万円。このうち「入学検定料収入」は、1 億 6,100 万円で、

志願者総数は 7,042 人です。 

（3） 寄付金収入  

寄付金収入は、8,400 万円。「特別寄付金収入」8,100 万円のうち、施設・設備等教育研

究条件整備・充実のための新入生寄付金が5,400万円、学生の奨学貸付寄付金が300万円、

その他研究を指定した寄付などが含まれています。 

（4） 補助金収入  

    補助金収入は、10 億 1,700 万円。「国庫補助金収入」4億 1,400 万円のうち、私立大学

等経常費補助金が 3億 2,600 万円（対前年度比 1,600 万円減少）の交付を受けました。ま

た、私大等研究設備整備費等補助金の他に利子補給助成金などが含まれています。 

   「地方公共団体補助金収入」6億 300 万円のうち、私立学校経常費補助金 5億 5,700 万

円の交付を受けました。私立高校等授業料軽減助成金の他に利子補給助成金等などが含ま

れています。 
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（5） 資産運用収入  

資産運用収入は、2 億 4,500 万円。内訳は「第 3 号基本金運用収入」が 2,000 万円で、

うち、奨学基金運用収入が 1,500 万円、教育研究基金運用収入が 500 万円です。 

各種引当資産及び運転資金等の「受取利息・配当金収入」は 1 億 8,000 万円（予算比

1,900 万円増加）です。この増加要因は日銀の金利利上げ、支払資金の債券運用へのシフ

トなどに因ります。その他「施設設備利用料収入」は 4,500 万円です。 

（6） 資産売却収入  

資産売却収入は、15 億 5,000 万円。大学八王子グラゥンドの「不動産売却収入」です。

売却資金は、学部学科改革計画整備準備資金として第 2号基本金引当資産に、売却差額 3

億 4,300 万円を含めた全額を積み立てました。 

 （7） 事業収入  

事業収入は、1億 4,200 万円。内訳は、学生会館・実習所・合宿所等の「補助活動収入」

が 6,600 万円、生涯学習センター受講料・受託研究収入等の「その他の事業収入」が 6,700

万円、「収益事業収入」900 万円です。 

（8） 雑収入 

雑収入は、2 億 8,800 万円。主な内訳は、「私大退職金財団交付金収入」が 2 億 500 万

円、「東京都私学財団交付金収入」が 7,200 万円の他、科学研究費補助金間接経費交付金

収入・集団給食試食料収入等の「その他の雑収入」が 1,100 万円です。 

（9） 前受金収入 

前受金収入は、13 億 5,200 万円。2007 年（平成 19 年）度新入生入学手続時の納付金の

うち当期に受け入れた額で、大学 993 人、短期大学 411 人、高等学校 307 人、中学校 327

人で合計 2,038 人です。 

（10）その他の収入 

その他の収入は、18 億 5,600 万円。主な内訳は、奨学金貸付資金の「奨学貸付引当特

定資産からの繰入収入」2,900 万円、貸与奨学金の回収金の「長期貸付金回収入」1,900

万円です。前年度収入で当期に受け入れた私大退職金財団交付金収入・東京都私学財団交

付金収入等の「前年度末未収入金収入」は 2億 2,100 万円です。 

 （11）資金収入調整勘定 

資金収入調整勘定は、16 億 5,400 万円。前期の各収入のうち、当期に実際の資金の受

け入れがなかったものがあることを示す控除科目です。「期末未収入金」（資金の受け入れ

が次年度になる）が 2 億 8,400 万円で、主な内訳は私大退職金財団交付金未収入金が 2

億 300 万円、東京都私学財団交付金未収入金が 6,900 万円、その他私大等研究設備整備費

等補助金などが含まれています。「前期末前受金」（前年度に資金の受け入れが済んでいる）

が 13 億 7,000 万円で、内訳は 2006 年（平成 18 年）入学生学生生徒納付金、入学生寄付

金及び寮費等です。 

（12）前年度繰越支払資金   

「前年度繰越支払資金」の 58 億 5,600 万円は、平成 17 年（2005 年）度から当期に繰

り越した支払資金の額です。 
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一方、支出額は、人件費支出、教育研究経費支出、管理経費支出、借入金等返済支出、施

設・設備関係等支出合計は 120 億 4,300 万円となりましたので、差し引き（A-B）52 億 8,500

万円が次年度への繰越支払資金となり、前年度末より 5億 7,100 万円減少しました。 

[資金支出の部] 

（1） 人件費支出 

人件費支出は 52 億 7,400 万円。内訳は、「教員人件費支出」が 33 億 1,700 万円、「職

員人件費支出」が 14 億 7,800 万円、「役員報酬支出」が 5,000 万円、「退職金支出」が

4億 2,900 万円です。  

（2） 教育研究経費・管理経費支出  

     「教育研究経費支出」は 12億 300 万円（予算比 9,000 万円の減少）、「管理経費」は 4

億 3,200 万円（予算比 1,200 万円の増加）です。 

（3） 借入金等利息支出  

借入金等利息支出は 4,200 万円。創立百周年記念大学校舎建設事業、渋谷中学校高等

学校校舎改築整備事業資金の日本私立学校振興・共済事業団からの借入金利息です。  

（4） 借入金等返済支出  

借入金等返済支出は 9,500 万円。創立百周年記念大学校舎建設事業、渋谷中学校高等

学校校舎改築整備事業資金の日本私立学校振興・共済事業団への返済です。対前年度比

3,900 万円の増加で、平成 15 年度借入金 7億円の返済が開始したことに因ります。 

（5） 施設関係支出  

施設関係支出 3億 2,800 万円。内訳は、「建物」が大学第 6館アトリエ棟新築・大学

第 3館・高等学校下田陛勲記念館等の耐震補強工事などで 3億 300 万円、「構築物」が

大学第Ⅱ期燦広場整備・大学短期大学グランド外灯設置等で 2,500 万円です。  

（6） 設備関係支出   

      設備関係支出は 2億 3,400 万円。内訳は、「教育研究用機器備品」が大学食生活学科

測定機器ガスクロマトグラフ質量分析計など 1億 1,700 万円、「その他の機器備品」が

財務部情報機器学校会計・学費収納システム一式など 2,500 万円、「図書」が 9,200 万

円です。 

（7） 資産運用支出  

     資産運用支出 27 億 9,800 万円。主な内容は、「短期有価証券」の資金効率運用のため

の短期運用債券購入が 4億 9,900 万円、「第 2号基本金引当資産」の学部学科改革計画

整備準備資金の積み立てが 15 億 5,000 万円、「施設設備維持引当特定資産」への積み立

てが 7億円のほか、奨学金等「各種引当資産」への積み立てが含まれています。 

（8） その他の支出 

その他の支出 17 億 4,300 万円。主な内訳は、私大退職金財団未払金・東京都私学財

団未払金等の「前期末未払金支払支出」7,600 万円、奨学貸付のための「長期貸付支払

支出」2,900 万円等です。 

（9） 資金支出調整勘定 

資金支出調整勘定は、1億 900 万円。前期の各支出のうち、当期に実際の資金の支払

がなかったものを示す控除科目です。「期末未払金」（資金支出が次年度になる）7,800

万円で、主な内訳は私大退職金財団掛金未払金が 4,500 万円、東京都私学財団掛金未払

金が 300 万円、「前期末前払金」（前年度に資金支出が済んでいる）が 2,800 万円で、建
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物等火災保険料などが含まれています。 

（10）次年度繰越支払資金 

「次年度繰越支払資金」の 52 億 8,500 万円は、平成 19 年（2007 年）度に繰り越し

た支払資金の額です。収入の部の「前年度繰越支払資金」より 5億 7,100 万円減少しま

した。これは、「有価証券の購入、4 億 9,900 万円」、「施設設備維持引当特定資産」へ

７億円を積み立てたことによります。 

 

3. 消費収支の概要 P.18「消費収支計算書総括表」 

消費収支計算書総括表は、平成 18 年（2006 年）度の消費収入と消費支出の均衡状態を表示

したものです。 

   

 帰属収入        87 億 1,900 万円 

   基本金組入額       15 億 5,000 万円 

   消費収入          71 億 6,900 万円  A  

   消費支出               75 億 9,900 万円  B 

この結果、平成 18 年（2006 年）度の消費支出超過額（A-B）は、4億 3,000 万円となりまし

た。 

 

[消費収入の部] 

「学生生徒等納付金」から「雑収入」までの「帰属収入」合計は 87 億 1,900 万円で、予

算より 4,400 万円の増加となりました。 

  「基本金組入額」は、学部学科改革計画整備準備資金 15 億 5,000 万円（帰属収入の 17.8％）

の組み入れです。 

 「帰属収入」から「基本金組入額」を控除した消費収入の部合計は、71 億 6,900 万円で、

予算より 4,400 万円の増収です。 

帰属収入の中の各収入決算額は、「寄付金」を除き資金収入の決算額と同額です。「寄付金」

9,200 万円は,資金収入の「寄付金収入」のほかに、機器備品、図書の受贈額を「現物寄付

金」として 800 万円を加算したものです。 

 

[消費支出の部] 

（1） 人件費 

「教員人件費」、「職員人件費」及び「役員報酬」は、資金支出の決算額と同額です。「退

職給与引当金繰入額」2億 9,700 万円は、当期において増加する「退職給与引当金」へ

の繰入額です。 

（2） 教育研究経費 

教育研究経費は 18 億 4,100 万円ですが、資金支出決算額に消費支出固有の「減価償

却額」6億 3,800 万円を加えた額です。 

（3） 管理経費 

管理経費は 4億 9,100 万円ですが、資金支出決算額に消費支出固有の「減価償却額」

5,600 万円を加えた額です。 

 



 16

（4） 借入金等利息 

     借入金等利息は、資金支出決算額と同額です。 

（5） 資産処分差額 

     資産処分差額 8,300 万円は、大学八王子グラウンド売却に伴う体育室等滅失、機器備

品・図書などの除却によって生じた除却額です。 

 

[消費収支差額の部] 

「消費収入」決算額が71億 6,900万円であるのに対して、「消費支出」決算額が75億 9,900

万円であり、「消費収入」が「消費支出」を 4億 3,000 万円下回りました。 

  この結果、翌年度繰越消費支出超過額は、4億 3,000 万円の消費支出超過額及び大学八王

子グラウンド売却に伴う 9億 1,100 万円の基本金取崩額によって、平成 18 年（2006 年）度

末は 18 億 5,800 万円となりました。 

 

4. 貸借対照表の概要 P.19「貸借対照表総括表」 

  貸借対照表は平成 18 年度（2006 年）度末の学園の財政状態を表示するものです。 

資産総額は、356 億 4,200 万円で、その内訳は有形固定資産 196 億 5,200 万円、その他の固

定資産 98億 7,600 万円及び流動資産 61 億 1,400 万円となりました。他方、負債総額は、借入

金、退職給与引当金、前受金など合計して 68 億 500 万円です。基本金は、306 億 9,500 万円

となり、その内訳は校地・校舎・機器備品・図書など教育研究に必要な資産の自己資金調達額

を示す第 1号基本金が 278 億 3,700 万円、将来の建設資金に充てる学部学科改革計画整備準備

資金である第 2号基本金は 15 億 5,000 万円、奨学基金・教育研究基金などの運用果実を教育

研究のための経費に充てる基金である第 3号基本金は 6億 8,000 万円となっています。 

  

 

5. 財務状況の指標比較と推移 

学園の財務状況の推移を確認する資料として、20 頁以降に下記の推移・比較表を別添しま

した（グラフの金額については、百万円未満を調整し、百万円単位としています）。また、財

務状況の内容やその良否判断については「財務比率比較及び説明表」で示しました。 

（1） 消費収支の推移表  

平成 18 年（2006 年）度の消費支出超過額は、4億 3,000 万円となりました。前年度に比

し、3億 8,700 万円増加しました。 

5 年間の推移では、平成 14 年（2002 年）度帰属収入の 81 億 7,600 万円から平成 17 年度

（2005年）度の82億8,100万円とほぼ横這いで推移しましたが、当期の帰属収入87億1,900

万円となり 4億 3,800 万円増加しました。この増加要因は、主に大学八王子グラウンド売却

差益である「資産売却差額」3億 4,300 万円などにより増加しています。 

 （2） 貸借対照表の推移表  

平成 14 年（2002 年）度から平成 18 年（2006 年）度までの学園の財政状況を見ますと、

資産総額は 356 億 4,200 万円であり、平成 14 年（2002 年）度の 309 億 9,700 万円より 46

億 4,500 万円の増加となりました。その内訳は投資した資金を長期間にわたって回収しな

ければならない「有形固定資産」が 26 億 3,300 万円増加の 196 億 5,200 万円に対し、主

として金融資産である「その他の固定資産」は 33 億 9,000 万円増加の 98 億 7,600 万円と
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なりました。金融資産のうち、将来の事業財源となる「第 2 号基本金引当資産」、「第 3

号基本金引当資産」、「施設設備維持引当特定資産」が着実に増加しています。「流動資産」

は、平成 18 年（2006 年）度 61 億 1,400 万円で平成 14 年（2002 年）度に比し 13 億 7,800

万円減少し、特に「現金預金」が 18億 6,500 万円減少しました。 

負債総額は、平成 18 年（2006 年）度 68 億 500 万円で平成 14 年度（2002 年）度より 8

億 4,700 万円増加となりましたが、資産総額に比してほぼ横這いで推移（総負債比率

19.2％→19.1％）しました。退職給与引当資産率は、医療法人を除く大学法人の全国平均

（66.7％）と同水準で改善傾向にあります。なお、長期借入金は、百周年記念大学校舎建

設、渋谷中学校・高等学校校舎改築整備で日本私立学校振興・共済事業団から建設資金を

借り入れたので、額としては増加しています。 

基本金は、平成 18 年（2006 年）度 306 億 9,500 万円で平成 14 年（2002 年）度の 273

億 4,500 万円より 33 億 5,000 万円の増加となりました。 

消費収支差額は（△は支出超過を示す）、平成 14 年（2002 年）に比し 4 億 4,800 万円

減少の△18億 5,800 万円となり、総資金に占める割合（消費収支差額構成比率）は△5.2％

となりました。このことは、自己資金（基本金+消費収支差額）は、平成 14 年（2002 年）

度 250 億 4,200 万円、平成 18 年（2006 年）度 288 億 4,000 万円であり△7.4％→△5.2％

の改善を意味しています。 

学園は、開設第 3年度の人間社会学部人間社会学科の展開や黒字体質の定着化を目標と

する財務方針の確立により、今後も財政の健全化に努めます。 

 

[収益事業会計] 

1. 決算関係書類 

平成 18 年（2006 年）度収益事業会計の概要を説明するにあたり、以下の計算書類等を別添し

ました。 

 （1）損益計算書 

（2）貸借対照表 

 （3）株主資本等変動計算書 

 

2. 収益事業の決算概要 P.19「損益計算書」「貸借対照表」 

収益事業会計の決算概要の数値は千円未満を調整し、千円単位としています。 

学園寄附行為第 6条に基づく保険代理業にかかわる計算書類です。公益事業である学校運営遂

行のため、主に学生総合補償制度保険により収益をあげ、学校会計へ寄付することを掲げてその

目的達成に努めています。 

損害保険手数料等の営業収入8,353千円から印刷費等の営業費用1,343千円を控除した営業利

益に、預金等の受取利息である営業外損益を加えた経常利益は 7,044 千円となりました。このう

ち、学校会計への寄付金 5,900 千円及び法人税等 750 千円を繰り入れ支出した結果、当期純利益

は 394 千円となりました。 

平成 18 年（2006 年）度末の資産の部合計は 19,010 千円で、負債の部合計は 3,884 千円、純

資産の部合計は 15,126 千円となりました。純資産の部の出資金 1,000 千円は学校会計の貸借対

照表上の「その他の固定資産：収益事業元入金」の金額と一致しています。 


